
　未だ先行き不透明のエネルギー危機。需給ひっ迫に
ついて、ロシアによるウクライナ侵攻が起因している
と考えられがちですが、実は電力広域的運営推進機関
が制作する需給計画から 2018 年の時点で電気と発電
所の不足は予測されていました。当時不足の見込みが
あるのにも関わらず対策を行っていなかったのは、電
力自由化に向けた課題があったことと、容量市場の開
設を行っていたためという背景があります。ただ、容
量市場の開設によって 2024 年以降の電力供給は見込
まれていたため、世界規模で急激な価格上昇は起こら
ないだろうと考えられていました。
　また、2020 年に化石燃料に対する見方が寛容で
あった IEA 国際エネルギー機関もが脱炭素社会を目
指すために、太陽光や風力、地熱などの再生可能エネ
ルギーへと舵を切り出し、業界全体の流れが大きく変
わったことも大きな要因となっています。金融業界に
も影響を及ぼして化石燃料市場への投資が縮小し、石
炭などの原料はあっても事業が継続ができない状況が
続きました。
　一方で、再生可能エネルギーによる発電などの設備
や技術の対応は追い付いてはいないため、従来どおり

化石燃料への需要は変わりません。これにより需要と
供給側へのギャップが生まれてしまいました。需給の
ギャップを埋めるために再生可能エネルギーへ向けた
投資を増やし動いていくはずでしたが、そこで起きて
しまったのがウクライナ侵攻です。結果として、化石
燃料の需要は伸び続け、物価も上昇してしまいまし
た。ウクライナ侵攻のみが原因ではないものの、エネ
ルギー危機に拍車を掛ける形となりました。

　欧州のグリーンディールをはじめ、再生可能エネル
ギーへの投資が増えている中、日本では洋上風力発電
への投資が進んでいます。
　日本は、洋上風力発電に適した浅い海が少ないとい
われていましたが、日本風力協会のデータによると 1
億 kW 程発電できるポテンシャルがあると試算されて
おり、そのうち 4500 万 kW は 2040 年までに案件化
するといわれています。開発が進んでいけば、将来的
には火力発電から洋上風力メインにシフトしていくと
も考えられます。世界的に再生可能エネルギーによる
エネルギー供給が可能となれば、2030 年頃には化石
燃料の高騰は落ち着いてくるのではないかという見通

しがあります。

　ここで LP ガス事業者として気になるのが、再生可
能エネルギーへの移行による電化についてでしょう。
やはりこのままいけば、ガスよりも電気の方が優勢に
なっていくといわざるを得ません。
　プロパネーションなどによるグリーン LP ガスの開
発と実用にも期待がかかっていますが、生成時にエネ
ルギーを使うことは避けられないうえ、現状の技術で
はコスト面での課題が残されています。
　とはいっても、急激に電化が進むというわけでは
ありません。ですから、LP ガスの販売を行いつつも、
並行して電化攻勢に備え、シフトしていけるような営
業をしていくのが賢明ではないでしょうか。
　例えば断熱リフォームです。ガスや電気そのものの
使用量を抑えるための提案ができます。また、リフォー
ムには国からの補助金制度も豊富にあるので、案内も
しやすいです。
　また、お客様の脱炭素社会への関心も高まってきて
いるので、ご家庭での CO₂ の排出量を何らかの機会
を設けて明記し、消費エネルギーや CO₂ 排出量削減

につながる提案ができる仕組みをつくるなどが効果的
かもしれません。

　LP ガス事業者というのは、地域に根付いた存在で
す。お客様からするとエネルギーにおけるパートナー
だと考えられます。この信頼関係はとても大きなもの
です。今後の展望としては、電気やガスに関わらず地
域のエネルギーを一括して担う存在としてお客様を支
えていけたら良いのではないでしょうか。
　エネルギーの地産地消は、スキーム作りができてい
ないため現在では難しいですが、例えば海外ではコ
ミュニティ・ソーラーというものがあります。コミュ
ニティ・ソーラーとは、地域に設置された太陽光発電
システムを共有するシステムで、ソーラーパネルの設
置が難しいマンションやアパートにお住まいのお客様
や、費用面で設置が難しいお客様でも太陽光発電の恩
恵を受けることができる仕組みです。ガス事業者が太
陽光発電所を設置し、運営。地域の電力消費者である
お客様は、ソーラーシステムを太陽光パネル単位（kW）
で購入したり、一部の発電量を月単位で購入し、シス
テムの一部を所有することができます。
　コミュニティ・ソーラーで発電した電気は、家の屋
根に設置したシステムで発電したのと同様にお客様の
電気料金に組み込むことができるため、電気料金の支
払いは発電した分を差し引いた分になります。日本で
も導入に向け、注目を集めている仕組みです。
　地元インフラを担うという使命のもとで、お客様と
のつながりを大切に築いてきたことは、LP ガス事業
者の皆様にとっての強みであり、財産だと思います。
だからこそできる柔軟な対応、お客様を離さないため
の仕組みを考えていくことが、業界の未来を存続させ
ていくためのカギになるのではないでしょうか。
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容量市場とは、実際に発電された電力量 (kWh) を取引する 
「卸電力市場」ではなく、将来の供給力 (kW) を確保するた
めの市場です。この将来の供給力 (kW) を確保するため、海
外でも既に導入されている 「容量市場」が、日本でも 2024
年から運用されます。
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エネルギー危機といわれる状況が続く昨今。脱炭素の潮流とも相まって再
生可能エネルギーの開発がますます活発化し、電化の勢いは増すと見られ
ています。そこで、エネルギー危機の現状と、今、LPガス事業者が考える
べきことを、環境エネルギージャーナリストの本橋恵一氏に伺いました。
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